
（報 告）東京本部の第５回理事会が行われ

ました。 

 東京本部の第5回理事会が、4月 15日（水）、

アルカディア市ヶ谷私学会館で行われた。冒

頭の挨拶で野澤太三会長は「昨今の世界的な

経済危機に対し日中韓アジア 3 国が回復の原

動力としての役割りを担うことが期待されて

おり、日韓トンネルが大きな役割りを果たす

可能性が出てきた」と述べ、さらに「来年は日

韓併合 100 周年を迎えるが、それを機に政府

間レベルで日韓トンネルについて話し合われ

ることが予想される。当研究会はその先駆け

となって基礎的な条件を出来る限り整え、両

国国民が日韓トンネル建設について合意形成

できるよう勉強を続けたい」と新年度に対す

る抱負を語った。 

 議事では野澤太三会長が議長に選出され、

平成 20 年度の活動報告と収支決算報告、平成

21 年度の事業計画と収支予算案および役員

案を検討した。 

 議事終了後、野澤太三会長は、去る 1 月 30

日に福岡北ロータリークラブで日韓トンネル

のブリーフィングを行ったとき使用した資

料、およびルート検討委員会で検討中の日韓

トンネルのルートに関する資料についてをパ

ワーポイントを使って説明した 

 

（報 告）ルート検討委員会が行われました。 

 第 6 回ルート検討委員会が 4月 24 日（金）、

東京都千代田区飯田橋の野澤太三事務所で開

催された。当会は地形、地質、工法など施工面

から比較ルートＡ,Ｂ,Ｃ 3 案を設定していた

が、日韓トンネルをどのように使用するかと

いう視点からルートを見直すため平成 18 年

12 月にルート検討委員会を設置した。 

 この委員会では駅部や貨物の積替え基地な

どの配置やトンネル内を高速鉄道などが安全

かつ効率的に走行するためのルート勾配や曲

線半径などを検討しているが、これらはトン

ネルの工法や建設費用の算出にも大きく係わ

るものである。 

 ルートについては、昨年 8月および 10月に

開催された日韓トンネルに関する日韓共同セ

ミナーで韓国側が提示した新ルート案や釜山

市西側を流れるナクトンガン（洛東江）河口付

近に広がるカンソ（江西）地区の開発案なども
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参考にして日韓トンネルの最適ルート案を

検討している。 

 

（記事紹介） 日韓トンネル計画に関連する

新聞・雑誌掲載記事を紹介します。今回は

次の１点です。 

・釜山日報  2009年1月1日（新年特集） 

 

【翻 訳】 

56.4％が賛成･･･反対より倍以上高い。 

日韓海底トンネルに対する釜山市民の

思いは？ 20代と60代、女性より男性

の支持が高い。双方共に利益、日本に

利益の順で回答。 

 

日韓海底トンネルに対する釜山市民

の考えはどうだろうか？アンケートの

結果、56.4％が賛成し反対(24.0０％)

より倍以上高かった。回答者の19.6％

は「よくわからない」と答えた。 

 年 齢 別 で は 20 代 (66.7％ )、60 代

(59.4％ ) の 支 持 率 が 高 く、30 代

(31.1％)は低かった。男性(57.4％)が

女性(55.4％)より賛成率が若干高かっ

た。職種別ではサービス職(83.3％)と製

造業(75.0％ )の賛成率が高く、無職

(47.3％)、公務員・教員(50％)、主婦

(53.8％)は否定的だった。 

 「海底トンネルが韓国と日本のどちら

に利益になると考えるか」という質問に

「両方に利益」(33.6％)という回答が一

番多く、「日本に利益」(26.8％)、「韓

国に利益」(9.0％)の順だった。 

 年齢は20代(40.0％)と30代(36.7％)、

職種はサービス業(50.0％)と一般事務職

(46.5％)が日韓両方に利益になるという

考えが多かった。 

 「日本に利益」と考える人々は、50代

(31.3％ ) と 40 代 (28.2％ )、製 造 業

(62.5％)と公務員・教員(37.5％)が多

かった。専門職(29.4％)と学生(13.2％)

は「韓国に利益」と回答した。 
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